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「地域共生社会の構築に向けた九州・沖縄研究大会」
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１３市 706,353人

政令市 734,317人

３１町村 348,514人

４５市町村 1,789,184人

県庁所在地の熊本市は平
成２３年に全国で２０番目
の政令指定都市に移行

９郡 ９つの県福祉事務所

熊本県の市町村・福祉事務所の概況（平成30年1月1日人口動態）
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１ 自立相談支援窓口の全市町村での設置

２ 任意事業の１００％実施

（１）市との共同実施に至る背景

（２）共同実施の方法と実施状況

（３）共同実施の現状と課題・まとめ

３ 熊本地震への対応

今日お話しすること
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１ 自立相談支援窓口の全市町村での設置

熊本県社会福祉協議会が、７箇所の
社協（ ）を拠点として主任相談支援
員を配置。さらに拠点を核として、全て
の町村社協に支援員を配置し、総合
相談窓口を設置

これにより、県内の全町村に、相
談窓口が設置され、市が設置す
る窓口と併せて、県内全ての市
町村で生活困窮者の自立相談
支援窓口が設置された。

○県内の全町村に、相
談窓口が設置されたこと
により、相談者の身近な
地域に窓口ができ、利用
しやすくなる。

○町村社協が培ってき
た、相談支援ノウハウ、
地域の社会資源との連
携が活かされる。



１－（２） 県社協と３１町村社協の連携による事業実施

県内７ヵ所の社協（拠点）
主任相談支援員を各１名配置

生 活 困 窮 者 自 立 相 談 支 援 事 業

３１の町村社協
相談支援員・就労支援員を兼務する

職員を１名以上配置

熊本県

熊本県社会福祉協議会

相談助言・指導等

委託

町村社協と一体実施

連携
福
祉
事
務
所 町

村
行
政

連携



２－（１） 任意事業１００％実施 市との共同実施に至る背景

・就労意欲喚起等支援事業
・子どもの健全育成支援事業

・精神障がい者の社会的な居場所
づくり
・中間的就労体験等支援事業
・ホームレス対策事業
・消費者行政での多重債務対策

などの事業に取り組んできた。

生活困窮者の自立支援（主に
任意事業）につながるノウハウ
や実績が蓄積された。

平成２１年度より県が事業実施主
体となり、社会福祉法人等に委託
し、県下全域（政令市の熊本市を
除く）を対象に上記事業を実施
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事業費は、参加する各市と
県で人口按分

県と参加する各市と共同事
業に関する協定書締結

任意事業の実施のための
県内各市担当者との合同
会議を数回開催

事業費の必要額を各市へ
提示し、共同事業への参加
の可否について意向調査

県北

県央

県南

全県的に支援を実施するた
めに、県内に複数の支援拠
点を設ける。

県が公募型の企画コンペ方
式で一括して発注

２－（２） 共同実施の方法
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支援拠点の例（就労準備支援事業の場合）

※家計相談支援事業、子どもの学習援助事業では県内２箇所の支援拠点を設置



２－（２） 共同実施の実施状況 （任意事業１００％実施）

①就労準備支援事業 ７／１３ (6)    100%

②子どもの学習援助事業 １２／１３ (1)   100%

③家計相談支援事業 ８／１３ (5)    100%

④一時生活支援事業 ９／１３ (4)    100%

平成３０年度の状況
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（単独実施市） （実施率）（共同実施する市）／（市数）



熊本市 熊本市

八代市 八代市

人吉市 人吉市

荒尾市 荒尾市

水俣市 水俣市

玉名市 玉名市

天草市 天草市

山鹿市 山鹿市

菊池市 菊池市

宇土市 宇土市

上天草市 上天草市

宇城市 宇城市

阿蘇市 阿蘇市

合志市 合志市

県 県 （学）松本学園・（社）菊愛会 （社）菊愛会・（学）松本学園 グリーンコープ生協くまもと （社）グリーンコープ

天草市社会福祉協議会 県と共同 天草市社会福祉協議会 天草市社会福祉協議会

（株）サンコーライフサポート 県と共同 県と共同 （株）サンコーライフサポート

県と共同 県と共同 県と共同 県と共同

県と共同 県と共同 県と共同 県と共同

県と共同 県と共同 県と共同 県と共同

県と共同 県と共同 県と共同 県と共同

県と共同 県と共同 グリーンコープ生協くまもと 県と共同

県と共同 県と共同 グリーンコープ生協くまもと 県と共同

県と共同 県と共同 水俣市社会福祉協議会 県と共同

（学）松本学園 （学）松本学園 玉名市社会福祉協議会 （社）天水福祉事業会

市単独直営実施 県と共同 県と共同 人吉市社会福祉事業団
（有）丸恵本館

市単独直営実施 県と共同 県と共同 県と共同

特定非営利活動法人　おーさぁ 特定非営利活動法人　ワーカーズコープ 市社協 社会福祉法人　グリーンコープ

（社）菊愛会 県と共同 県と共同 県と共同

（学）松本学園・（社）菊愛会 （社）菊愛会・（学）松本学園 グリーンコープ生協くまもと （社）グリーンコープ

平成３０年度　任意事業

就労準備支援事業 子どもの学習援助事業 家計相談支援事業 一時生活支援事業

県と共同 県と共同 県と共同 県と共同

県と共同 県と共同 県と共同 県と共同

県と共同 ― 県と共同 ―

県と共同 県と共同 県と共同 県と共同

県と共同 県と共同 グリーンコープ生協くまもと 県と共同

県と共同 県と共同 県と共同 県と共同

天草市社会福祉協議会 県と共同 天草市社会福祉協議会 県と共同

県と共同 県と共同 グリーンコープ生協くまもと 県と共同

県と共同 県と共同 県と共同 県と共同

特定非営利活動法人地域たすけあいの会 学校法人　松本学園 玉名市社会福祉協議会 社会福祉法人　若宮福祉会

県と共同 県と共同 県と共同 県と共同

県と共同 県と共同 県と共同 県と共同

特定非営利活動法人　おーさぁ 特定非営利活動法人　ワーカーズコープ 市社協・グリーンコープ生協くまもと共同体 社会福祉法人　グリーンコープ

県と共同 県と共同 県と共同 県と共同

平成２７年度　任意事業

就労準備支援事業 子どもの学習援助事業 家計相談支援事業 一時生活支援事業

２－（２） 共同実施の実施状況 共同実施する市の推移

○共同実施する市は事業開始当初の平成２７年度と比べて、平成３０年度は減少している。

○市が事業の実施に慣れ、独自の取組みに意欲が出てくるにしたがい、共同実施からはずれて単独実施する市が増えていくと思われ
る。
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２－（３） 共同実施の現状と課題・まとめ

○市との共同実施は県の事務手続きは煩雑だが、市にとっては、
受託事業者の開拓、事業計画の策定、新規予算の財政サイド
との交渉など、事業に取り組むハードルは低くなる。

○受託事業者にとっては、広域で事業を実施することで、ノウハ
ウを蓄積しやすく、経費の節減も可能。

一方で

●市によっては当事者意識が薄く、地域の実情に応じた独自の
取組みに繋がりにくい。

●受託事業者の馴染みが薄い地域では、活動が低調になりが
ち。
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資金借入や多額の
ローンによる多重債務

（任意）
家計相談支援事業

支援員７名配置

（任意）
一時生活支援事業

シェルター9室確保

(任意）
子どもの学習援助事業

150名分の学習教室

業務委託

（任意）地震対策分
家計相談支援事業

（任意）地震対策分
一時生活支援事業

(任意）地震対策分
子どもの学習援助事業

県社協

31町村社協に支援員を配置

全町村 社協

協定に基づき事業実施

仮設住宅等の転居に
より子どもが家庭学習
の場や機会を失う・

(任意）
就労準備支援事業

40名分の一般就労困難者へ

の自立促進

経済的に困窮状態に陥るリスクが高い

専従の支援員6名配置 支援員4名により対応
家計収支を見通した生活再建

の設計図作成

シェルター2室増室地域支え合い
センター

交流・見守り活動等

生活に関する相談

活動

仮設住宅などでの学びの
場を50名分確保

（必須）地震対策分
自立相談支援事業連携

県

被災による生活困窮者

（必須）
自立相談支援事業

業務委託 業務委託

業務委託 業務委託

被 災 者

３ 熊本地震への対応 地震対策分としての事業拡充


